
沖縄市放課後児童健全育成事業補助金交付要綱 

(平成 14年 4月 1日決裁) 

改正 平成24年3月30日決裁 平成25年4月1日決裁 

平成25年5月31日決裁 平成26年7月29日決裁 

平成27年12月28日決裁 平成28年12月8日決裁 

平成29年2月20日決裁 平成29年6月20日決裁 

平成30年6月7日決裁 令和元年 10月15日決裁 

令和 2年3月17日決裁 令和 2年5月28日決裁 

令和 3年8月1日決裁 令和 3年10月26日決裁 

令和 4年11月8日決裁 令和 6年1月18日決裁 
 

(目的) 

第 1条 この要綱は、児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下「法」という。）第 6

条の 3第 2項及び沖縄市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に

対し、授業の終了後等に適切な遊び及び生活の場を与えて、家庭、地域等との連携の

下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、当該児童の自主性、社

会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、その健全な育成を図るた

め、放課後児童健全育成事業補助金の交付について、必要な事項を定めるものとする。 

(交付対象事業) 

第 2条 補助の対象は、法第 34条の 8第 2項の規定に基づき、沖縄市へ放課後児童健全

育成事業の開始届出を行った社会福祉法人その他の者（以下「法人等」という。）が

行う、こども家庭庁発出「放課後児童健全育成事業」の実施について（令和 5年 4月 1

2日付、こ成環第 5号）別紙「放課後児童健全育成事業実施要綱」に規定されている事

業とする。 

(交付額の算定方法) 

第 3条 この補助金の交付額は、別表により算出された合計額と、実支出額を比較して少

ない方の額を、予算の範囲内で交付するものとする。 

(補助金の交付申請) 

第 4条 補助金の交付を受けようとするものは、沖縄市放課後児童健全育成事業補助金交

付申請書（様式第 1号）に次に揚げる書類等を添えて、市長が別に定める期日までに

市長に提出しなければならない。 

(1) 事業内容 

(2) 役員名簿 

(3) 運営委員名簿 

(4) 児童名簿の写し 



(5) 収支予算書 

(6) 事業計画書 

(7) 傷害保険証及び賠償責任保険証の写し 

(8) その他市長が必要と認める書類等 

(実施状況の報告) 

第 5条 補助金の交付を受けようとするものは、沖縄市放課後児童健全育成事業実施状況

報告書（様式第 9号）に次に掲げる書類を添えて、補助事業の完了の日から起算して 2

0日を経過した日又は実施月の末日のいずれか早い期日までに、事業の実施状況を市長

に報告しなければならない。 

(1) 出席簿の写し 

(2) クラブ便り、その他保護者への通知等 

(3) 入会申請書（就労証明書等）・退会届出書の写し 

(4) タイムカード（勤務時間のわかるもの） 

(5) 運行日誌 

(6) その他市長が必要と認める書類等 

(指示等) 

第 6条 市長は、補助事業者が補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従っ

て補助事業等を遂行していないと認めるときは、当該補助事業者に対し、これらに従

って当該補助事業等を遂行すべきことを指示しなければならない。 

2 市長は、補助事業者に対して指示を行うときは、補助事業等遂行指示書（様式第 10号）

により補助事業者に通知する。 

(法人等の帳簿等) 

第 7条 補助金の交付を受けようとするものは、次に揚げる帳簿等を備えていなければな

らない。 

(1) 入会申請書（就労証明書等）・退会届出書の綴り 

(2) 出席簿 

(3) 業務日誌 

(4) タイムカード（勤務時間のわかるもの） 

(5) 職員名簿 

(6) 賃金台帳 

(7) 総勘定元帳（現金出納帳・預金出納帳等） 

(8) 証憑書類（領収書・請求書・契約書等） 

(9) 備品台帳 

(交付の決定) 



第 8条 市長は、第 4条に定める補助金の交付申請があったときには、その内容を精査し、

補助金の交付を決定したときは、沖縄市放課後児童健全育成事業補助金交付決定通知

書（様式第 2号）により、当該申請者に通知しなければならない。 

2 市長は、申請書類を精査し、補助金を交付することが不適当と認めたときは、沖縄市

放課後児童健全育成事業補助金不交付決定通知書（様式第 3号）により、当該申請者

に通知しなければならない。 

(変更申請) 

第 9条 補助金の交付決定を受けた法人等は、補助金の交付決定後の事情の変更により、

追加交付申請を行なう場合には、市長が定める日までに、沖縄市放課後児童健全育成

事業補助金変更交付申請書（様式第 4号）に次に掲げる資料等を添えて、市長に提出

しなければならない。 

(1) 収支変更書 

(2) その他市長が必要と認める書類等 

(変更交付の決定) 

第 10条 市長は、前条に定める補助金の変更交付申請があったときには、その内容を精

査し、補助金の変更交付を決定したときは、沖縄市放課後児童健全育成事業補助金変

更交付決定通知書（様式第 5号）により、当該申請者に通知しなければならない。 

(実績報告) 

第 11条 当該法人等の実績報告は、沖縄市放課後児童健全育成事業補助金実績報告書

（様式第 6号）に次に掲げる書類等を添えて、補助事業の完了の日から起算して 20日

を経過した日又は交付決定を受けた年度の 3月 31日のいずれか早い期日までに、市長

に提出しなければならない。 

(1) 実施事業内容 

(2) 収支決算書 

(3) 年間実施状況報告書 

(4) 事業報告書 

(5) その他市長が必要と認める書類等 

(補助金額の確定) 

第 12条 市長は、前条に定める実績報告の提出を受けた場合において、その内容を審査

し、補助事業の実施結果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合する

と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、沖縄市放課後児童健全育成事業補

助金交付確定通知書（様式第 7号）により、当該申請者に通知しなければならない。 

(補助金の交付) 

第 13条 補助金は、第 12条による補助金の額の確定後に交付するものとする。ただし、

市長は、事業の円滑な遂行を図るため必要と認めるときは、第 8条の規定による補助

金の交付決定後、概算払いにより交付することができるものとする。 



2 前項ただし書きの規定により概算払いを受けようとするものは、沖縄市放課後児童健

全育成事業補助金概算払申請書（様式第 11号）を市長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

3 市長は、前項の申請書を受理した時は、その内容を審査し適当と認めたときは、沖縄

市放課後児童健全育成事業補助金概算払決定通知書（様式第 12号）により通知するも

のとする。 

(補助金の請求) 

第 14条 前条の規定により補助金の交付を受けようとするものは、沖縄市放課後児童健

全育成事業補助金交付確定通知書を受理した日以後、速やかに沖縄市放課後児童健全

育成事業補助金請求書（様式第 8号）を市長に提出しなければならない。 

2 前条ただし書きの規定により概算払いを受けようとするものは、補助金概算払決定通

知書を受理した日以後、速やかに沖縄市放課後児童健全育成事業補助金請求書を市長

に提出しなければならない。 

(補助金の返還) 

第 15条 市長は、第 12条の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合において、

既にその額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の返還をさせる

ことができる。 

2 前項の返還については、補助金等返還請求書（様式第 13号）により期限を定めてその

返還を指示するものとし、市長は、期限内に納付が無い場合は、未納に係る金額に対

して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95パーセントの割合で計算した延滞金を徴

するものとする。 

(交付決定の取り消し等) 

第 16条 市長は、補助金の交付決定を受けた法人等が、この要綱等に違反し、又は、市

長の指示に従わないときは、補助金の交付決定を取り消し、又は、すでに交付された

補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

2 市長は、前項の規定による取り消しをした場合は、補助金等交付決定取消通知書（様

式第 14号）により補助事業者に通知する。 

3 前 2項の規定に基づく補助金の返還及び延滞金の納付については、前条第 2項の規定

を準用する。 

(関係書類の整理及び保存) 

第 17条 補助事業者は、補助事業等に係る経費の収入及び支出を明らかにした帳簿を備

え、当該帳簿及び関係書類とともに、補助事業終了の日の属する年度の終了後 10年間

保存しなければならない。 

(補則) 

第 18条 この要綱に定めるもののほか、必要事項は沖縄市補助金交付規則に準じる。 



附 則 

この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の規程は、平成 14 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 24年 3月 30日決裁) 

この要綱は、平成 24年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 25年 4月 1日決裁) 

この要綱は、平成 25年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 25年 5月 31日決裁) 

この要綱は、平成 25年 6月 1日から施行する。 

附 則(平成 26年 7月 29日決裁) 

この要綱は、平成 26年 7月 29日から施行する。 

附 則(平成 27年 12月 28日決裁) 

この要綱は、平成 27年 12月 28日から施行し、平成 27年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 28年 12月 8日決裁) 

この要綱は、平成 28年 12月 8日から施行し、平成 28年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 29年 2月 20日決裁) 

この要綱は、平成 29年 2月 20日から施行し、平成 29年 2月 17日から適用する。 

附 則(平成 29年 6月 20日決裁) 

この要綱は、平成 29年 6月 20日から施行し、平成 29年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 30年 6月 7日決裁) 

この要綱は、平成 30年 6月 8日から施行し、平成 30年 4月 1日から適用する。 

附 則(令和元年 10月 15日決裁) 

この要綱は、令和元年 10月 15日から施行する。 

附 則(令和 2年 3月 17日決裁) 

この要綱は、令和 2年 3月 17日から施行し、令和 2年 1月 16日から適用する。 

附 則(令和 2年 5月 28日決裁) 

この要綱は、令和 2年 5月 28日から施行し、令和 2年 4月 1日から適用する。 

附 則(令和 3年 8月 1日決裁) 



この要綱は、令和 3年 8月 1日から施行し、令和 3年 4月 1日から適用する。 

附 則(令和 3年 10月 26日決裁) 

この要綱は、令和 3年 10月 26日から施行する。 

附 則(令和 4年 11月 8日決裁) 

この要綱は、令和 4年 11月 8日から施行する。 

附 則(令和 6年 1月 18日決裁) 

この要綱は、令和 6年 1月 18日から施行し、令和 5年 4月 1日から適用する。 

別表(第 3条関係) 
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別表（第 3 条関係） 

 

表中の「国要綱」については、こども家庭庁発出「放課後児童健全育成事業」の実施について（令和 5 年 4 月 12

日付、こ成環第 5 号）別紙「放課後児童健全育成事業実施要綱」を指す。 

1 区分 2 基準額 3 対象経費 4 補助率 

特 定

分 

１ 放課後児童健全育成事業 

（１）年間開所日数 250 日以上の放課後児童健全育成事業所 

ア基本額（１支援の単位当たり年額） 

(ｱ)構成する児童の数が 1～19 人の支援の単位 

2,558,000 円－（19 人－支援の単位を構成する児童の数） 

×29,000 円 

(ｲ)構成する児童の数が 20～35 人の支援の単位 

4,734,000 円－（36 人－支援の単位を構成する児童の数） 

×26,000 円 

(ｳ)構成する児童の数が 36～45 人の支援の単位 

4,734,000 円 

(ｴ)構成する児童の数が 46～70 人の支援の単位 

4,734,000 円－（支援の単位を構成する児童の数－45 人） 

×69,000 円 

(ｵ)構成する児童の数が 71 人以上の支援の単位 

2,917,000 円 

イ開所日数加算額（１支援の単位当たり年額） 

（年間開所日数－250 日）×19,000 円 

（1 日 8 時間以上開所する場合） 

 

ウ長時間開所加算額（１支援の単位当たり年額） 

(ｱ)平日分（1 日 6 時間を超え、かつ 18 時を超えて開所する場合） 

「1 日 6 時間を超え、かつ 18 時を超える時間」の年間平均時間数 

×409,000 円 

(ｲ)長期休暇等分（1 日 8 時間を超えて開所する場合） 

「1 日 8 時間を超える時間」の年間平均時間× 184,000 円 

 

（２）年間開所日数 200～249 日の放課後児童健全育成事業所（特例分） 

ア基本額（１支援の単位当たり年額） 

(ｱ)構成する児童の数が 20 人以上の支援の単位 

3,099,000 円 

(ｲ)構成する児童の数が 1～19 人の支援の単位 

1,726,000 円 

イ長時間開所加算額（１支援の単位当たり年額） 

平日における「1 日 6 時間を超え、かつ 18 時を超える時間」 

の年間平均時間数× 409,000 円 

 

国 要 綱 別

添 1 の放課

後 児 童 健

全 育 成 事

業 の 実 施

に 必 要 な

経費（飲食

費を除く） 

10/10 



別表（第 3 条関係） 

 ※ 構成する児童の数が 10 人未満の支援の単位に対する補助については

以下のいずれかに該当する場合のみ行う。 

・山間地、漁業集落、へき地及び離島で実施している場合 

・上記のほか、当該放課後児童健全育成事業を実施する必要があると厚

生労働大臣が認める場合 

※ 事業実施月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とする。）

が 12 月に満たない場合には、各基準額ごとに算定された金額に「事業

実施月数÷12」を乗じた額（１円未満切り捨て）とする。 

  

２ 放課後子ども環境整備事業（１事業所当たり年額） 

（１）放課後児童クラブ環境改善事業 

1,000,000 円 

※ 事業の対象は放課後児童健全育成事業に新たに実施するために必要

な設備の整備・修繕及び備品の購入を行う事業並びに開所準備に必要

な経費（礼金・賃借料（開所前月分））に限る 

国 要 綱 別

添 2 の放課

後子ども環

境 整 備 事

業 に 必 要

な経費 

10/10 

３ 放課後児童クラブ支援事業（１支援の単位当たり年額） 

（１）障害児受入推進事業 

2,009,000 円 

（２）放課後児童クラブ運営支援事業 

ア賃借料補助 

3,066,000 円 

※ 事業実施月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とす

る。）が 12 月に満たない場合には、各基準額ごとに算定された金額に

「事業実施月数÷12」を乗じた額（１円未満切り捨て）とする。 

※ （１）については障がい児を受入れ、専門的知識等を有する放課後児

童支援員等が配置されている場合に、当該費用を補助する。なお、該

当職員については市の主催する研修を受講すること。 

※ （２）については平成 27 年度以降に新たに放課後児童健全育成事業

を実施した、又は実施する事業所が対象をする。また、事業実施にあ

たっては、保育料、実費負担を含めた利用料金を月額 10,000 円以内

に設定すること。ただし、長期休暇等に発生する費用については別途

徴収を認める。 

国 要 綱 別

添 3及び別

添 4 の放課

後児童クラ

ブ 支 援 事

業 に 必 要

な経費 

10/10 

一 般

分 

１ 放課後児童支援員等処遇改善等事業（１支援の単位当たり年額） 

（１）家庭、学校等との連絡及び情報交換等の育成支援に従事する職員を

配置 

1,678,000 円 

（２）（１）の「家庭、学校等との連絡及び情報交換等」に加え、地域との連携・

協力等の育成支援に従事する常勤職員を配置 

3,158,000 円 

※ 事業実施月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とする。）

が 12 月に満たない場合には、各基準額ごとに算定された金額に「事業

実施月数÷12」を乗じた額（１円未満切り捨て）とする。 

国 要 綱 別

添 6放課後

児 童 支 援

員 等 処 遇

改 善 等 事

業 の 実 施

に 必 要 な

経 費 （ 給

料、職員手

当（時間外

10/10 



別表（第 3 条関係） 

※ 対象事業所は平日につき、18 時 30 分を超えて開所すること。また、平

成 25 年度の当該事業所に従事する職員の賃金に対する改善を行って

いること。 

※ 育成支援については報告書を作成のうえ、提出すること。 

※ （２）については放課後児童クラブに係る人件費の総額から、放課後児

童健全育成事業及び小規模放課後児童クラブ支援事業により充てられ

る費用を除いた額のうち、当該常勤職員に係る人件費（賃金改善分を

含む）及び常勤職員以外の職員の賃金改善分を補助対象とする。 

 

勤務手当、

期 末 勤 勉

手当、通勤

手 当 ） 、 共

済費（社会

保 険 料 ） 、

賃金、委託

料 及 び 補

助金） 

２ 障害児受入強化推進事業（１支援の単位当たり年額） 

（１）障害児を３人以上受け入れる場合 

2,000,000 円 

※ 事業実施月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とする。）

が 12 月に満たない場合には、算定された基準額に「事業実施月数÷

12」を乗じた額（１円未満切り捨て）とする。 

※ 国要綱別添 3 放課後児童クラブ支援事業（障害児受入推進事業）に加

え、専門的知識等を有する放課後児童支援員等が配置されている場合

に、当該費用を補助する。なお、該当職員については市の主催する資

質向上研修、又は市の認める研修を一定数受講するものとする。 

国 要 綱 別

添 7障害児

受 入 推 進

事 業 の 実

施 に 必 要

な経費 

10/10 

３ 小規模放課後児童クラブ支援事業 

１支援の単位当たり年額 625,000 円 

※ 一の支援の単位を構成する児童の数が、19 人以下の小規模な事業所

を対象とし、2 人目以降の放課後児童支援員等に係る人件費を補助対

象とする。 

国 要 綱 別

添 8小規模

放 課 後 児

童クラブ支

援 事 業 の

実 施 に 必

要な経費 

10/10 

そ の

他 

１ 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業 

支援の単位当たり年額（１）～（３）の合計額 

（１）放課後児童支援員を配置 

対象職員１人当たり 131,000 円 

（２）概ね経験年数５年以上の放課後児童支援員で、一定の遇改善事研修

を受講した者を配置 

対象職員１人当たり 263,000 円 

（３）（２）の条件を満たす概ね経験年数 10 年以上の放課後児童支援員で、

事業所長（マネジメント）的立場にある者 

対象職員１人当たり 394,000 円 

 

※ １支援の単位当たりの基準額は、919,000 円を上限とする。 

※ 事業実施月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とする。）

が 12 月に満たない場合には、各基準額ごとに算定された金額に「事業

実施月数÷12」を乗じた額（１円未満切り捨て）とする。 

国 要 綱 別

添 12 放課

後 児 童 支

援員キャリ

アアップ処

遇 改 善 事

業 の 実 施

に 必 要 な

経 費 （ 給

料、職員手

当（時間外

勤務手当、

期 末 勤 勉

手当、通勤

手 当 ） 、 共

10/10 



別表（第 3 条関係） 

※ 対象事業所については、経験年数に応じた定期昇給の仕組みの導入

に努めること。 

※ 対象事業所については、平成 28 年度の当該事業所に従事する職員の

賃金に対する改善を行っていること。また、賃金改善の全部又は一部が

基本給により行われていること。 

※ （２）及び（３）については市の主催する資質向上研修、又は市の認める

研修を一定数受講するものとする。 

済費（社会

保 険 料 ） 、

賃金、委託

料 及 び 補

助金） 

２ 放課後児童支援員等処遇改善事業（月額 9,000 円相当賃金改善） 

支援の単位ごとに次により算出された額の合計額 

11,000 円×賃金改善対象者数（※）×事業実施月数 

 

※ 「賃金改善対象者数」とは、賃金改善を行う常勤職員に、1 ヶ月当たりの

勤務時間数を就業規則等で定めた常勤の 1 ヶ月当たりの勤務時間数で

除した非常勤職員数（常勤換算）を加えたものをいう。 

※ 「賃金改善」とは、本事業の実施により、職員について、雇用形態、職

種、勤続年数、職責等が事業実施年度と同等の条件の下で、令和 4 年

1 月の賃金水準を超えて、賃金を引き上げることをいう。 

※ 本事業による賃金改善が、最低でも賃金改善の合計額の 3 分の 2 以上

は、基本給又は決まって支払われる手当の引上げにより改善を図るこ

と。 

※ 法定福利費等の事業主負担分については、以下の算式により算定した

金額を標準とする。 

「前年度における法定福利費等の事業主負担分の総額」÷「前年度に

おける賃金の総額」×「賃金改善額」 

 

国 要 綱 別

添 13 放課

後 児 童 支

援 員 等 処

遇 改 善 事

業 （ 月 額

9,000 円相

当 賃 金 改

善）の実施

に 必 要 な

経費 

10/10 

 


